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2．適用の範囲及び使用方法   

本剤は国内での農薬登録はなされていない。   

海外での適用の範囲及び使用方法は以下のとおり   

【海外での使用方法（米国）】  

50％トリフルスルフロンメチル 顆粒水和剤  

トリフルスルフロンメチル（案）   

今般の残留基準の検討については、食品中の農薬等のポジティブリスト制度導入h引こ新  

たに設定された基準値（いわゆる暫定基準）の見直しについて食品安全委員会において食  

品健康影響評価がなされたことを踏まえ、農薬・動物用医薬品部会において審議を千丁い、  

以下の報告を取りまとめるものである。  

1．概要  

（1）品目名：トリフルスルフロンメチル［Triflusulfuron－methyl（ISO）］   

（2）用途：除草剤  

スルホニルクレア系除草剤である。分岐鎖アミノ酸の生合成に関与する植物に措   

有のアセトラクテート合成酵素（ALS）の働きを阻害することにより、植物こ′十t  

育を阻止すると考えられている。  

（3）化学名  

methy12－［4－dimethylamino－6－（2，2・2－trifluoro？thoxy）－1，3，5－Atriazin－2－  

ylcarbamoylsulfamoylト町tOluate（IUPAC）  

methy12下［［［［［4M（dimethylamino）－6一（2，2；2trifluoroethoxy）－1，3，5－trlと1∠L［i－2～  

yl］aふino］carbonyl］amino］sulfonyl］－3－methylりenzoate（CAS）   

（4）構造式及び物性  

本剤の  
作物名  適用雑草  使用適期  使用量  総使用量  収穫前日数  

使用回数   

0．4（一0，8  

発芽期～  6．0  
てんさい  3回以内   

多年生  
散布  

広葉雑草  ozai／A  

0．375  0．75  
≠コリ  発芽後  2回以内   

ozal／A   ozal／A   

3．作物残留試験  

（1）分析の概要   

① 分析対象の化合物  

トリフルスルフロンメチル 

（∋ 分析法の概要  

試料からアセトニトリル：0．1mol／L炭酸アンモニウム水溶液（20：80，Ⅴ／v，pH8．5）  

で抽出し、リン酸酸性下（pH2～3）でフ土ニル固相抽出カラムを用いて精製し、高  

速液体クロマトグラフ（UV）を用いて定量する。  

定量限界：0．02～0．05ppm  

（2）作物残留試験結果  

海外で実施された作物残留試験の結果の概要については別紙1を参照。  

4．ADIの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第2項の規定に基づき、食品安   

全委員会あて意見を求めたトリフルスルフロンメチルに係る食品健康影響評価について、   

以下のとおり評価されている。  

無毒性量：2．44mg／kg体重／day（発がん性は認められなかっ草。）  

（動物種）  ラット  

（投与方法）   混餌  

（試験の種類） 慢性毒性／発がん性併合試験  

（期間） 2年間  

安全係数こ100  

皇助体重／day  

2CF3  

N  

C  

CO2CH3  

SO2NH      11  

CH3  （）   

分子式  C17Hl，F3N606S  
分子量  492．4  

水溶解度   1mg／L（pH3、25Oc）  

3mg／L（pH5、25℃）  

110mg／L（pH7、25℃）  

11000mg／L（pH9、25℃）  

分配係数 logl。Pow＝0・96（pH7）  

（米国評価書より）  

一1－  
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5．諸外国における状況   

JMPRにおける毒性評価は行われておらず、国際基準も設定されていない。米国、   

カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージーランドについて調査した詰果、   

米国においててんさい（根及び菓）及びチコリに、カナダにおいててんさいに基準値が   

設定されている。  

6．基準値案  

（1）残留の規制対象  

トリフルスルフロンメチルとする。  

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、農産物中   

の暴露評価対象物質としてトリフルスルフロンメチル（親化合物のみ）を設定してい  

る。  

（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

（3）暴露評価  

各食品について基準値実の上限までトリフルスルフロンメチルが残留していると仮   

定した場合、国民栄養調査結果に基づき試算される、1日当たり摂取する農薬げニノ量（理  

論最大摂取量（TMDI））のAD’Ⅰに対する比は、以下のとおりである。詳細な暴露  

評価は別紙3参照。  

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工・調理による残留農薬の増減が全  

くないとの仮定の下に行った。  

（別紙1）  

トリフルスルフロンメチル 海外作物残留試験一覧表   

試験条件  最大残留量注）（ppm）  

農作甲  試験 圃場数        【トリアルスルフロンメチル】    使用量・使用方法  絶佳用量  回数  経過日数   

圃場A：0．027  
2  6・0？Zai〟  6，00Zai／A  1回   45日          圃場B：0．033  

101日  圃場A：く0．02  

115日  圃場8：く0．02  

5   1．、00Zai／A  3∴00Zai／A  3回                    124 

121日  圃場D：く0．02  

てんさい  126日  圃場E，：く0．02  

（葉）  101日  圃場A：く0．02  

115日  圃場B：く0．02  

5  0．050Zal／A  0、150Zai／A  3回                    ．124日  圃場C：く0．02   

121日  囲場D：く0．02  

126日  圃場E：く0．02  

ロ   0．80 0Z al／Å  2．40Zai／A  3回   圃場A：く0，02  

8  0．400Z ai／A  1．2 0Zai／A  111日               圃場A：く0．02   
圃場A：く0．05  

2   6．0 0Zai／A  6，0ozai／A  1回  45日          圃場B：く0．05  

101日  圃場A：〈0．02  

115日  圃場B：〈0．02  

5   1．00Zai／A  3．0OZal／A  3回                    124日  圃場C：く0．02  

i21日  圃場D：く0，02  

てんさい  126日  圃場E；く0．02  

（根）  101日  圃場A：く0＿02  

115日  圃場8：く0．02  

田  0．05 0Z ai／A  0：150Zai血  3回                    124日  圃場C：く0．02  

121日  圃瘍D：く0．02  

126日  圃場E：〈0．02  

1  0．80 0Z al／A  ：2．40Zai／A   圃場A：く0．02  

0．40占zai／A  1．20Zai／A  3回  111日  

0．，3870Zai／A   
＋  0．773 0Z え1／A   圃場A：〈P▲02  

0，3860Zai／A  
0・声700Zai／A   

＋  0．75loz ai／A  62日．  
チコリ  

（根）   0．3700Zal／A   
2回  

＋  0丁7660Zai／A  圃場C：〈0．02  

0．3960Zai／A  
0．3720Zai／A   

＋  0・て？70Zai／A  59日  圃場D：〈0．02   

0．3650Zal／A  

TMDI／ADI（％）注）   

国民平均   0．1   

幼小児（1～6歳）   0．2   

妊娩   0．1   

高齢者（65歳以上）   0．1  

注）TMDI試算は、基準値案×各食品の平均摂取量の総和として計算している。   

（4）本剤については、平成17年11月29日付け厚生労働省告示第499号によ 

食品一般の成分規格7に食品た残留する量の限度（暫定基準）が定められているがこ   

今般、残留基準の見直しを行うことに伴い、暫定基準は削除される。  

注）最大残留量：当該農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの期間を最  
短とした場合の作物残留試験（いわゆる最大条件下の作物残留試験）を実施し、それぞれの試験から  
得られた残留量。（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設定に掛ナる暴露評価の精密化に関  
する意見具申」）  

－3－  
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（別紙3）   

トリフルスルフロンメチル推定摂取量（単位：〝g／人／day）  

農薬名 トリフルスルフロンメチル   

参考基準値  
基準値  外国  作物残留試験戒腐  

農産物名  案   
pPm   ppm  

てんさい   0．05  0．05  0．05  アメリカ  【く0．02一く0．D5（n＝14）l米国）】   

その他のきく科野菜   0．05  0．05  【く0．02（n＝4）（米国チニ（リ（根））1   

その他の野菜   0，05  0．05  アメリカ   【〈0．02－0．033（Ⅰ、▲＝二14）  
（米国てんさい（尭ノバ   

その他のスパイス  0．05  

その他のハープ  0．05  

幼小児  高齢者  
食品群  

基準値案 （pm）  国民平均 TMDI   （1．～6歳）  

p  TMDI  TMDI   

0．2  てんさい    0．05  

0 0  その他のきく科野菜   Ob5    0．0  

その他の野菜   0． 
十  0．9   0．7   0．7  

ADI比（％）  0．1   0．2   0．1  

平成17年11月29日厚生労働省告示第499号において新しく設定した基準値については、網をつけて示したu  

TMDI：理論最大1日摂取量（TheoreticalMaximum DailyIntake）  

－5－  
－6－   



（参考）  

答申（案）  
これまでの経緯  

残留農薬基準告示  

虐生労働大臣から食品安全委員会委員長あてに残留基準設定に  

係る食品健康影響評価について要請  

食品安全委員会委員長から厚生労働大臣あてに食品健康最響評  

価について通知  

薬事・食品衛生審議会へ諮問  

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

トリフルスルフロンメチル   

食品名   ．  残留基準値 ロDm  てんさい  ■ 0．05  その他のきく科野菜（注1）  0．05  その他の野菜（注2）  0．05   
平成17年11月29日  

平成20年 3月 3日  

平成21年 3月19日  

平成22年12月17日  

平成22年12月24日  

（注1）「その他のきく科野菜」とは、きく  

科野菜のうち、ごぼう、サルシフイー、  
アーティチョ…ク、チコリ、エンダイブ、  
しゆんぎく、レタス及びハーブ以外の  
ものをいう。   

（注2）「その他の野菜」とは、野菜のう  

ち、いも類、てんさい、さとうきび、あぶ  
らな科野菜、きく科野菜、ゆり科野菜、  
せり科野菜、なす科野菜、うり科野  
菜、ほうれんそう、たけのこ、オクラ、し  
ようが、未成熟えんどう、未成熟いん  
げん、えだまめ、きのこ類、スパイス及  
びノ＼－ブ以外のものをいう。   

●薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会  

［委員］   

青木 宙   

生方 公子  

○大野 泰雄   

尾崎 博   

加藤 保博   

斉藤 貢一   

佐々木 久美子   

佐藤 清  

志賀 正和   

豊田 正武   

永山 敏虞  

東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科特任教授  

北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授  

国立医薬品食品衛生研究所副所長  

東京大学大学院農学生命科学研究科教ヰ受  

財団法人残留農薬研究所理事  
星薬科大学薬品分析化学教室准教授  

元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長  

財団法人残留農薬研究所理事・化学部長  

元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長  

実践女子大学生活科学部食生活科学科教授  

東京都健康安全研究センター医薬品部長  

国立医薬品食品衛生研究所食品部長  

日本生活協同組合連合会執行役員組織推進本部長  
東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授  

者森県立保健大学健康科学部栄養学科教授  

大阪市立大学大学院生括科学研究科教授  

大阪市立大学大学院医学研究科都市環境病理学教授  
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平塚 明  

藤本成明  

細川正晴  

松本清司  

柳井徳磨  

山崎浩史  

山手丈至  

輿語靖洋  

吉田 緑  

若菜 忍   

三枝順三  

佐々木有  

代田眞理子  

高木篤也  

玉井郁巳  

田村虜人  

津田修治  

津田洋幸  

出川雅邦  

長尾哲二  

中澤憲一  

納屋聖人  

西川秋佳  



要 約  

スルホニルクレア系除草剤である「トリフルスルフロンメチル」（CAS N。．  

126535－15・7）について、各種資料（米国及びカナダ）を用いて食品健康影響評価を実  

施した。   

評価に供した試験成績は、動物体内運命（ラット及びヤギ）、植物体内運命（てんさ  

い）、土壌中運命、水中運命、急性毒性（ラット及びウサギ）、亜急性毒性（ラット、イ  

ヌ及びウサギ）、慢性毒性（イヌ）、慢性毒性／発がん性併合（ラット）、発がん性（マウ  

ス）、2世代繁殖（ラット）、発生者性（ラット及びウサギ）、遺伝毒性試験等である。   

試験結果から、トリフルスルフロンメチル投与による影響は主に体重、肝臓、血液系  

及び精巣に対して認められた。繁殖能に対する影響、催奇形性及び生体において問題と  

なる遺伝毒性は認められなかった。   

発がん性試験において、ラットの雄で精巣間細胞過形成及び腺腫が増加したが、本剤  

に遺伝毒性は認められないことから、発生機序は遺伝毒性メカニズムとは考え難く、評  

価にあたり閥値を設定することは可能であると考えられた。   

各試験で得られた無毒性量の最′日直は、ラットを用いた2年間慢性毒似発がん性併合  

試験の2．44mg此g体重／日であったので、これを根拠として、安全係数100で除した  

0．024mg／kg体重／日を一日摂取許容量（AD工）と設定した。  

（2008年4月1日から）   

鈴木勝士（座長）   

林  真（座長代理）   

相磯成敏   

赤池昭紀  

石井康雄   

泉 啓介   

今井田克己   

上路雅子   

臼井健二   

太田敏博   

大谷 浩   

小澤正吾   

川合是彰   

小林裕子  

佐々木有  

代田眞理子  

高木鴬也  

玉井郁巳  

田村唐人  

津田修治  

津田洋幸  

長尾哲二  

中澤憲一☆  

永田 滞  

納屋聖人  

根本信雄  

平塚 明  

藤本成明  

祁りlほ清  

堀本政夫  
松本清司  

本間正充  

柳井徳磨  

山崎浩史  

山手丈至  

輿語靖洋  

吉田 縁  

者栗 忍  

★：2009年1月19日まで  
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Ⅱ．安全性に係る試験の概要   

米国資料（200D、2001及び2002年）、カナダ資料（1999年）等を基に、毒性に   

関する主な科学的知見を整理した。（参照2～5、10）  

各種運命試験（Ⅱ．1～4）は、トリフルスルフロンメチルのトリアジン環の炭素を14C   

で標識したもの（［trトユ4C】トリフルスヤフロンメチル）及びカルポニルエステル基の   

炭素を14Cで標識したもの（rcar－14C］トリプルスルフロンメチル）を用いて実施され   

た。標識位置が不明のものは、その旨を示した。放射能濃度及び代謝物濃度は特に断   

りがない場合はトリフルスルフロンメチルに換算した。代謝物／分解物略称及び検査値   

等略称は別紙1及び2に示されている。  

1．動物体内運命試験  

（1）ラット  

SI〕ラット（】群雌雄各5～6匹）に、rtri－14Cjトリアルスルフロンメチルを25   

mg此g体重（以下、［1．（1）］において「低用量」という。）または250mg倣g体重（以  

下、［1．（り】において「高用量」という。）で単回経口投与、低用量で反復投与1ある   

いは［car・14Cjトリフルスルフロンメチ／レを商用量で単回経口投与し、動物体内運命  

試験が実施された。  

吸収率については、参照した資料に記載がなかった。  

投与120時間後の主要組織における放射能分布は、いずれの投与群でも肝臓で最  

も高く、さらに高用量群では皮膚及び卵巣で高かった。  

トリフルスルフロンメチルは広範囲にわたって代謝され、尿、糞及び肝臓中から  

は、同様の代謝物が異なる比率で認められた。尿中の主要代謝物はD（単回及び反  

復低用量群で総投与放射能（TÅR）の25～44％）であり、他にG及びトリアジン  

代謝物（C、E及びF）が認められた。糞中の代謝物はいずれも2．0％TAR以下であ  

った。肝臓からは親化合物、トリアジン代謝物及びBが同定された。  

経口投与されたトリフルスルフロンメチルは速やかに吸収、排泄され、投与後48  

時間の尿及び糞中に78～96％mが排泄された。主要排泄経路は、低用量群では   

尿中、高用量群では糞中であった。用量及び反復投与前処置の有無にかかわらず、  

尿中排泄率は雄より雌で高かった。尿中排泄率を低用量群の雌で比較すると、単回  

．投与群より反復投与群の方が低かった。雌雄とも、高用量群の糞中における主要成  

分は親化合物であったが、低用量群の糞中に親化合物は検出されなかったことから、  

高用量群については、ラットの吸収能力を超えた投与量であったと考えられた。（参  

照2、3、5）  

（2）畜産動物（ヤギ）  

泌乳期ヤギ（2頭、品種不明）に14C－トリフルスルフロンメチル（標識位置不明）  

Ⅰ．評価対象農薬の概要  

1．用途  

除草剤  

2．有効成分の一般名  

和名：トリフルスルフロンメチル  

英名：trinusulfuron－1nethyl（ISO名）  

3、化学名   

ImC  

和名：メチル2－［4・ジメチルアミノー6－（2，2，2－トリプルオロエトキシ）－1）3舟  

トリアジン一針イルカルバモイルス／レフアモイル1一皿－トルニート  

英名：methy12－［4－dlmethylamino－6，（2，2，2－trinuoroethoxy）－1，3，5－  

triazin－2・ylcarbamoylsulfamoyl］－m－tOluate  

CAS（No．126535・15－7）  

和名：メチル2－【〔［【【4－（ジメチルアミノ）－6－（2，2，2－トリフルオロエトキシ）－1，3，〔－  

トリアジン戊－イル］アミノ1カルポニル1アミノ］  

スルホニル1－3－メチルベンゾェート  

英名：methy12・【［［［［4－（dlmethylamino）骨（2，2，2－trinuoroethoxy）－1，3，5－  

triazin－2－yl］amino］carbonyl］amin0］  

sulfonyl］．3－methylbenzoate  

5．分子量  

492．4  

4．分子式  

C17H19F3N606S  

6．構造式  

OC叛CF3   

喋蒜ぶN（。H該          CH3    0  
7．開発の経緯   

トリフルスルフロンメチルは、米国デュポン社によって開発されたスルホニルウレ   

ア系除草剤であり、分岐鎖アミノ酸の生合成に関与する、植物に特有のアセトラクテ   

ート合成酵素（ALS）の働きを阻害することにより、植物の生育を阻止する。   

米国等でてんさいを対象に登録されているが、日本では農薬として登録されていな   

い。ポジティブリスト制度導入に伴う暫定基準値が設定されている。  

6  

1非標識体を低用量で14日間連続投与後、［tri－14C】トリフルスルフロンメチルを低用量単回経口投与。  
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41％TARが抽出性放射能、38～65％TARが結合残壇として存在した。これらは、E   

及びBとして次の耕作期に持ち越される可能性があると考えられた。  

また、砂壌土（英国）を用い、30日間インキュべ－卜した好気的土壌中運命試験   

においても、14C一トリプルスルフロンメチルは分解されやすく、推定半減期は7日   

であった。試験終了時（処理30日後）の親化合物は約3．7％TARであった。主要分   

解物はE及びCであり、試験終了時にそれぞれ25．2及び28．5％TAR認められ、そ   

の他の放射能（30～33％TAR）が結合残液として存在した。（参照5）  

さらに、【tri－14C＝、リフルスルフロンメチルを4種類の土壌に添加し、20℃で実   

施された好気的土壌中運命試験では、推定半減期は6～14日の範囲であった。推定   

半減期は処理量を下げても変化せず、土壌水分量にも影響されなかったが、温度を   

10℃下げることにより、6日から17日へと長くなった。（参照5）  

（2）嫌気的土壌中運命試験  

砂壌土（英国）に14C－トリフルスルフロンメチル（標識位置不明）を処理（処理   

量不明）し、嫌気的土壌中運命試験が実施された。  

推定半減期は21日であった。処理62日後には、4～7％TARが親化合物として   

残存した。トリプルスルフロンメチルは、湛水条件下ではやや分解されにくいと考   

えられた。主要分解物は、スルホンアミド結合の開裂によって生じるC及びBであ   

った。好気的土壌中運命試験と異なり、これらの分解物のさらなる分解は認められ   

なかったことから、嫌気的土壌中では比較的安定であることが示唆された。（参照5）  

（3）土壌表面光分解試験  

砂壌土に【tri－14C】トリフルスルフロンメチル及び［car－14C】トリフルスルフロンメ   

チルを処理（処理量不明）し、人工光を照射（照射条件不明）する土壌表面光分解   

試験が実施された。  

処理直後に回収された親化合物は87～89％甘A月であった。照射区及び暗所対照   

区ともに、推定半減期は13日で、推定半減期に大差はなく、光分解はトリフルス   

ルフロンメチルの主要分解経路ではないと考えられた。いずれの標識体でも、照射   

区からは17種類の分解物が検出され、そのうち主要分解物はH（13．5％mR）、D   

（12．2％TN）、C（11．8％TAR）及びB（11．7％TAR）の4種類であった。暗所対   

照区からも、B及びCがそれぞれ62．4及び47．5％TAR検出された。（参照5）   

（4）土壌吸着試験  

5種類の海外土壌（砂壌土2種、シルト質埴土、シルト質壌土及び壌質砂土各1   

種）を用い、トリフルスルフロンメチル及び主要分解物（B、C、E及びF）の土壌   

吸着試験が実施された。  

9   

を10ppmで5日間混餌投与し、動物体内運命試験が実施された。  

尿及び糞中に75～95％TARが排泄された。乳汁、腎臓、肝臓及び筋肉におJる   

総残留放射能濃度の最大値は、それぞれ0．09、0．66、0．61及び0．17帽／gであっ仁。   

親化合物の他、代謝物としてB、C、E及びFが同定された。また、少量のD†〕同   

定された。（参照5）  

2．植物体内運命試験   

発芽したてんさいに、14C・トリフルスルフロンメチル（標識位置不明）を66．5g山几a  

（通常施用量の1．9倍）の処理量で散布し、植物体内運命試験が実施された。   

てんさい体内の放射能は急速に減少した。処理直後における植物全体の総残留放射  

能濃度は4．10～4．98mg／kgの範囲にあり、処理56日後の根部及び葉部ではそれぞれ   

0．038mg几唱以下及び0．07～0．28mg／kgであった。処理56日後の根部では、親化合  

物及び代謝物はいずれも0．01mg／kg未満、菓部では0．06mg／kg以下であった。成熟  

期（処理199日後）には、根部及び菓部ともに、親化合物及び代謝物はいずれもり．01   

mg／kg未満であった。主要代謝経路は、スルホニルウレア結合のグルタチオン抱合傑   

裂、トリアジン環側鎖のJV－脱メチル化及びスルホニルクレア結合の閃裂とメチルエ   

ステルの加水分解により生じた、酸スルホンアミドのグルコース抱合と考えられた。   

（参照5、10）  

3，土壌中運命試験  

（1）好気的土壌中運命試験  

砂壌土（英国、pH7．8）に14C一トリフルスルフロンメチル（標識位置不明）÷処   

理（処理量不明）し、368日間インキエペー卜する好気的土壌中運命試験が実施さ  

れた。  

処理直後に回収された親化合物は総処理放射能（TAR）の86～87％であった∴1C・   

トリフルスルフロンメチルの消失は二相性であり、推定半減期は第一相で6日、第   

二相で170日であった。ごく少量の親化合物（処理60日後で3％m未満）∴ミ次   

の耕作期（growingseason）の初期に残存する可能性があった。処理270日後仁で   

の14CO2の発生は37％1ARであった。土壌中半減期に基づくと、トリフルスルフ   

ロンメチルは好気的土壌において分解されやすく、微生物による分解が主な分局経   

路であると考えられた。また、トリプルスルフロンメチルは比較的不安定であ・二・、   

主要分解物はB、C、E及びFであった。E及びBは、試験終了時（処理368日後）   

にそれぞれ23．4及び19．9％mR認められた。Fは、処理14、120及び270日†定に   

10～13％TAR検出されたが、残留傾向はみられなかった。Cは、処理21日後に最   

大の55．2％mを占めたが、試験終了時には6．6％TARに減少した。  

トリフルスルフロンメチルの初期の急速な分解は、スルホンアミド結合の開裂に   

よるC及びBの生成と、続いて起こる微生物による分解が考えられた。C及びB   

の推定半減期は、それぞれ40及び50 日と算出された。試験終了時には、2〔ト  

8  



目）と算出された。暗所対照区ではそれぞれ3．7、32及び36日であり、照射区の   

結果と類似していた。  

環境中に近いpH条件下では、トリプルスルフロンメチルの分解には光は寄与し   

ないと考えられた。照射区では、両標識体から計11種類の分解物が検出された（た   

だし、数種類は未同定）。いずれのpHでも、主要分解物はC（12～34％TAR）、B   

（18～71％m）、Ⅰ（16～24％m）、D（15％m）及びJ（20％TAR）であった。   

（参照5）  

5．土壌残留試験   

土壌残留試験については、参照した資料に記載がなかった。  

6．作物残留試験   

国内における作物残留試験成績は提出されていない。  

7．一般薬理試験   

一般薬理試験については、参照した資料に記載がなかった。  

8．急性毒性試験  

（1）急性毒性試験  

トリフルスルフロンメチルの急性毒性試験が実施された。結果は表2に示されて  

いる。（参照2、5）  

表2 急性毒性試験概要  

結果は表1に示されており、トリフルスルフロンメチルは土壌中で容易に移動す  

ることが示された。（参照5）  

表1土壌吸着試験成績  

有機炭素含有率により  
吸着係数（Kads）   補正した吸着係数（Koc）   

トリフルスルフロンメチル  0．36～1．28   25／－132   

6．9～24   

化合物             B      C    1～10  E    51～300  F    32～213  
ーーニ記載なし  

（5）土壌溶脱性（リーチング）試験  

砂土に［tri－14C］トリフルスルフロンメチル及び【car－14C］トリフルスルフロンメチ   

ルを処理し、土壌溶脱性試験が実施された。  

浸出液からは38～47％TARの放射能が回収された。エージングしたカラ∴を用   

いた試験では、ftri－14C］トリプルスルフロンメチル処理土壌の浸出液から回収され   

た放射能は3％TARであった。Cは認められなかった。一方、［car－14C］トリプルス   

ルフロンメチル処理土壌の浸出液からは約60％TARの放射能が回収された。主要   

分解物はBであり、親化合物は検出されなかった。（参照5）  

4．水中運命試験  

（1）加水分解試験   

14C－トリフルスルフロンメチル（標識位置不明）をpH5、7及び9の緩衝液（組   

成不明）に添加（濃度不明）し、加水分解試験が実施された。  

pH5、7及び9での推定半減期は、それぞれ3．7、32及び36日と算出さJLた。   

10％TARを超える主要分解物は、B（44～99％TAR）及びC（43～98％TAR）であ   

った。試験期間中、分解物濃度の低下は認められなかったことから、B及びCは緩   

衝液中で分解されにくいと考えられた。  

環境中に近いpH条件下では、トリフルスルフロンメチルは加水分解によって容   

易に分解されると考えられた。（参照5）  

（2）水中光分解試験   

［tri－14C】トリプルスルフロンメチル及び［car14C］トリフルスルフロンメチルむpH   

5、7及び9の緩衝液（組成不明）に添加（濃度不明）し、人工光を照射（照射条件   

不明）する水中光分解試験が実施された。  

照射区におけるpH5、7及び9での推定半減期は、それぞれ3．5～4、14～32及   

び19～34日（加水分解分を補正し、自然光換算すると亘れぞれ19、127及び384  

10  

経路  

ラット   ＞5，000   ＞5，000  

ラット   ＞2，000   
NZWウサギ   

＞2，000  

＞2，000   ＞2，000   

ラット  LC50（mg几）    ▼▼▼…‾一‾－▼▲‾皿‾‖…】一‾   

投与          雄  雌                         吸入        元了i「元二i   

（2）急性神経毒性試験（ラット）  

SDラット（一群雌雄各10匹）を用いた強制経口（原体：0、500、1，000及び   

2，000mg／kg体重、溶媒：0．5％MC）投与による急性神経毒性試験が実施された。   

なお、各群6匹については神経病理組織学的検査が実施された。  

2，000mg／kg体重投与群の雄で、投与1日（投与2時間後）及び2日に摂餌量が   

低下したが、体重低下及び体重増加抑制はわずか（統計学的有意差なし）であった   

ことから、毒性所見とみなさなかった。機能観察総合評価（FOB）及び自発運動に   

ついても検体投与の影響は認められなかった。  
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本試験において毒性所見は認められなかったことから、無毒性量は本試験の抜高   

用量2，000mg／kg体重であると考えられた。神経毒性は認められなかった。（参拝ミ2、   

3、5）  

9．眼・皮膚に対する刺激性及び皮膚惑作性試験   

ウサギを用いた眼及び皮膚刺激性試験が実施された。眼に対しては、結膜及び吋膜   

にごくわずかな炎症がみられたが、いずれも72時間以内に消失した。皮膚に対」て   

も、ごくわずかな炎症がみられたが、48時間以内に消失した。本剤のウサギの眼／＼1び  

皮膚に対する刺激性は極めてわずかであると考えられた。   

モルモットを用いた皮膚感作性試験（Maximlzation法）が実施された。皮膚適作   

性は陰性であった。（参照2、5）  

10．亜急性毒性試験  

（1）90日間亜急性毒性試験（ラット）①  

SDラット（一群雌雄各10匹）を用いた混餌（原体二0、100、2，000、10，00しり之   

び15，000ppln）投与による90日間亜急性毒性試験が実施された。  

各投与群で認められた毒性所見は表3に示されている。  

本試験において、2，000ppm以上投与群の雄で体重増加抑制等、雌で牌髄外量血   

克進が認められたことから、無毒性量は雌雄とも100ppm（雄二6．56mg／kg休塵／   

日、雌二7．71mg／kg体重／日）であると考えられた。（参照2、4、5）  

表3 90日間亜急性毒性試験（ラット）①で認められた毒性所見  

（2）90日間亜急性毒性試験（ラット）（診  

SDラット（一群雌雄各10匹）を用いた混餌（原体：0、100、2，000、10，000及   

び15，000ppm）投与による90日間亜急性毒性試験が実施された。  

各投与群で認められた毒性所見は表4に示されている。  

本試験において、2，000ppm以上投与群の雌雄で体重低下等が認められたことか   

ら、無毒性量は雌雄とも100ppm（雄＝6．20mg／kg体重／日、雌：7月4mg／kg体重  

／日）であると考えられた。（参照2、4、5）  

表4 90日間亜急性毒性試験（ラット）②で認められた毒性所見  

投与群   雄   雌   
15，000ppm  ▲精粗小型化  ・腎尿細管上皮細胞萎縮   

・精細管萎縮及び変性  
・精巣上体の精子数減少  

10，000ppm  ・摂餌量低下   ・RBC、Hb及びHt低下   

以上  ・Glu及びリン低下   ・網状赤血球数増加  
・腎ヘモジデリン沈着   ・Glu及びリン低下   

2，000ppm  ・体重低下及び体重増加抑制   ・体重低下及び体重増加抑制   
以上  ・食餌効率低下   ・摂餌畳及び食餌効率低下  

・RIiC、Hb及びIlt低下  ・腎へモジデリン沈着   

・網状赤血球数増加  
・TI｝及びGlob低下  

100ppm  毒性所見なし   毒性所見なし   

（3）90日間亜急性毒性試験（イヌ）  

ピーグル犬（一群雌雄各4匹）を用いた混餌（原体＝0、100、4，000及び乳000ppm）   

投与による90日間亜急性毒性試験が実施された。  

各投与群で認められた毒性所見は表5に示されている。  

8，000ppm投与群の雌2例が切迫と殺された。この2例には、摂餌量及び体重低   

下の他、検体投与の影響と考えられる貧血所見（RBC、Ht及びHb低下、MCV及   

びMCHC増加）が認められた。  

本試験において、も000ppm以上投与群の雌雄で肝絶対及び比重量増加等が認め   

られたことから、無毒性量は雌雄とも100ppm（雄：3・9mg／kg体重／日、雌：3．7mg瓜g   

体重／日）であると考えられた。（参照2、4）  

投与群   雄   雌   
15，000ppm  ・摂餌量低下  
10，000ppm  ・体重低F   ・体重低下及び体重増加抑制  

・RBC、Hb及びHt低F   ・摂餌量及び食餌効率低下  
・網状赤血球数増加   ・RBC、Hb及びHt低下  
・肝比重量2増加   一網状赤血球数増加  
・脾髄外造血克進   ・肝比重畳増加  
・腎近位尿細管ヘモジデリン沈着  ・腎近位尿細管ヘモジデリン沈着   

2，000ppm  ・体重増加抑制   ・牌髄外造血耳進   

以上  ・食餌効率低下   
100ppm  毒性所見なし   毒性所見なし   

2体重比重量を比重量という（以下同じ）。  
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表5 90日間亜急性毒性試験（イヌ）で認められた毒性所見  本試験において、3，500ppm投与群の雌雄で小乗中心性肝細胞肥大等が認められ  

たことから、無毒性量は雌雄とも875ppm（雄‥26・9mgnig体重／日、雌：27．7mg／kg  

体重／日）であると考えられた。（参照2、4、5）  

表61年間慢性毒性試験（イヌ）で認められた毒性所見  

投与群   雌   
8，000ppm  ・RBC、Hb及びHt低下   ・切迫と殺（2例）  

・網状赤血球数増加   ・体重低下及び体重増加抑制  
・精巣絶対及び比重量低下   ・RBC、Hb及びHt低下  

・胸骨及び大腿骨骨髄細胞増生   ・網状赤血球数増加  
・AST、M及びALP増加  

・胸骨及び大腿骨骨髄細胞増生   
も000ppm  ・AST、AUr及びALP増加   ・肝絶対及び比重量増加   

以上   ・肝絶対及び比重量増加   ・類洞マクロファージ褐色色素沈潜  

t類洞マクロファージ褐色色素沈着  ・胆汁栓  

・精細管壊死、精子形成欠如  
・精巣上体の精子教派少、無精子、細  
胞残席   

100ppm  毒性所見なし   毒性所見なし   雄  
投与群   雄   雌   

3，500ppm  ・切迫と殺（1例）   ・切迫と殺（1例）  

・体重増加抑制   ・RBC、Hb及びHt低下  
・RBC、Hb及びHt低下   ・肝比重量増加  
・A⊥P増加  ・小葉中心性肝細胞肥大   
・肝絶対重量、比重畳及び対脳重畳  
比増加  

・小葉中心性肝細胞肥大  

875ppm以下  毒性所見なし   毒性所見なし   

（2）2年間慢性毒性／発がん性併合試験（ラット）  

SDラット（「群雌雄各62匹）を用いた混餌（原体：0、10、100、750及び1，∽O   

ppm）投与によ護2年間慢性毒性／発がん性併合試験が実施された。なお、試験後期   

の生存率が低下したため、十分な数の最終と殺動物を得声た捌こ22カ月で終了し   

た。  

各投与群で認められた毒性所見は表7、精巣間細胞過形成及び腺腫の発生頻度は   

表8に示されている。  

750ppm以上投与群の雄で精巣間細胞過形成及び腺腫が増加した。  

本試験において、750ppm以上投与群の雌雄で体重低下等が認められたことから、   

無毒性量は雌雄とも100ppmと考えられた。しかし、この投与群については検体の   

安定性及び混餌飼料の給餌方法に問題があったため、飼料中の検体濃度の分析結果   

に基づき、数値を分析値の最も低い60％に補正する必要が生じた。したがって、本   

試験における無毒性量は雌雄とも60ppm（雄‥2・44mg此g体重ノ日、雌‥3．28mg／kg   

体重／日）であると考えられた。（参照2～5）  

（雄ラットにおける精巣間細胞腫瘍誘発の機序に関しては［14．（1）～（4）］を参   

照）  

表7 2年間慢性毒性／発がん性併合試験（ラット）で認められた毒性所見  

（4）90日間亜急性神経毒性試験（ラット）  

SDラット（一群雌雄各11匹）を用いた混餌（原体：0、100、750、1，500及び   

3，000ppm）投与による90日間亜急性神経毒性試験が実施された。なお、各群6   

匹については神経病理組織学的検査が実施された。  

対照群の雌1例が52日に切迫と殺されたが、その他の動物では死亡及び臨床症   

状はみられなかった．  

本試験において、8，000ppm投与群の雄及び750ppm以上投与群の雌で体重低   

下及び体重増加抑制が認められたことから、無毒性量は雄で1，500ppm（92．7nlg／kg   

体重／日）、雌で100ppm（7．1mg／kg体重／日）であると考えられた。神経毒性は認   

められなかった。（参照2、5）  

（5）21日間亜急性種皮毒性試験（ウサギ）   

NZWウサギ（一群雌麺各5匹）を用いた経皮（原体‥0、50、300及び1，000nl邑仮g   

体重／日）投与による21日間亜急性毒性試験が実施された。  

本試験において、毒性所見は認められなかったことから、無毒性量は雌雄とも本   

試験の最高用量1，000mg／kg体重／日であると考えられた。（参照2、5）   

11．慢性毒性試験及び発がん性試験  

（1）1年間慢性毒性試験（イヌ）  

ピーグル犬（一群雌雄各5匹）を用いた混餌（原体二0、35、875及び3′50011〕m）   

投与による1年間慢性毒性試験が実施された。  

各投与群で認められた毒性所見は表6に示されている。  

3，500ppm投与群の雌雄各1例が切迫と殺され、剖検により、雄では胸腔及び消   

化管の急性出血、胸腺壊死、雌では肺炎がみられた。  

14  

1，500ppm  1坐骨神経のミュリン及び軸索変性  ・坐骨神経のミュリン及び軸索変性   

・体重低下及び体重増加抑制   
・RBC、Hb及びHt低下  

・精巣間細胞過形成及び腺腫   
100ppm  毒性所見なし   
以下   投与群  雄  雌        750ppm  ・体重低下及び体重噂加抑制    以上        毒性所見なし  
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表8 精巣間細胞過形成及び腺陣の発生頻度く（）内は％）  表11肝細胞腺腫及び癌の背景データ（％）   

投与群（ppm）  0   10  100  750  1，500   
検査動物数  51   46   47   50   51   
精巣  

間細胞   

肝細胞腺腫  肝細胞癌  肝細胞腺腫＋癌   
雄  【5．0～21．7   0～7．5   7．5～21．7   

雌   0～2．5   0′－1．3   0′、2．5   

★：p＜0．05（Cochran－Armitageの傾向検定）  

（3）18カ月問発がん性試験（マウス）   

ICRマウス（一群雌雄各80匹）を用いた混餌（原体：0、10、150、2月00「之び   

7，000ppm）投与による18カ月間発がん性試験が実施された。  

各投与群で認められた毒性所見は表9、肝細胞腺腫及び癌の発生頻度は表1∪、そ   

の背景データは表11に示されている。  

雄では、2，500ppm以上投与群で肝細胞腺腫の発生頻度が傾向検定で有意に増加   

した。しかし、その発生頻度は背景データの範囲内であった。  

7，000ppm投与群の雌雄ではP450が増加した。  

本試験において、2，500ppm以上投与群の雌雄で肝絶対及び比重量増加等が㍊め   

られたことから、無毒性量は雌雄とも150ppmであると考えられたが、この投与群   

では、検体の安定性の問題から飼料中の検体濃度の分析結果に基づき、数値をてJO％   

に補正する必要が生じた。したがって、本試験における無毒性量は雌雄とも し05   

ppm（雄：14．6mg／kg体重／日、雌：19．4mg耽g体重／日）であると考えられた。（参   

照3～5）  

表918カ月間発がん性試験（マウス）で認められた毒性所見  

12．生殖発生毒性試験  

（1）2世代繁殖試験  

SDラット（一群雌雄各30匹）を用いた混餌（原体：0、10、100、750及び1，500   

ppm）投与による2世代繁殖試験が実施された。  

親動物では、750ppm以上投与群の雌雄で体重低下、体重増加抑制、摂餌量低下   

及び食餌効率低下が認められた。児動物では、750ppm以上投与群のFl世代で低   

体重（哺育14及び21日）が認められ、母乳及び飼料を介した検体摂取による影響   

と考えられた。  

本試験において、750ppm以上投与群の親動物で体重低下等、児動物で低体重が   

認められたことから、無毒性量は親動物及び児動物で100ppm（雄：5．81mg／kg   

体重／日、雌：7．75mg／kg体重／日）であると考えられた。繁殖能に対する影響は認   

められなかった。（参照2、3）  

（2）発生毒性試験（ラット）  

SDラット ト梓雌25匹）の妊娠7～16日に強制経口（原体：0、30、120、350   

及び1，000mg此g体重／日、溶媒：0．5％MC水溶液）投与して発生毒性試験が実施  

された。  

本試験において、350mg／kg体重／日以上投与群の母動物で体重増加抑制、摂餌量   

低下及び食餌効率の低下傾向が認められ、胎児に毒性所見は認められなかったこと   

から、無毒性量は母動物で120mg戊g体重／日、胎児で本試験の最高用量1，000   

mg／kg体重／日であると考えられた。催奇形性は認められなかった。（参照2、3）   

（3）発生毒性試験（ウサギ）  

人工授精させたNZWウサギト群雌20匹）の妊娠7～19日に強制経口（原体：   

0、15、90、270及び800mg／kg体重／日、溶媒：0．5％MC水溶液）投与して発生毒   

性試験が実施された。  

本試験において、270mg此g体重／日以上投与群の母動物で無糞または糞量減少、   

被毛の汚れ、死亡、流産増加、体重増加抑制及び食餌効率の低下傾向、胎児で体重   

低下が認められたことから、無毒性量は母動物及び胎児で90mg／kg体重／日である   

と考えられた。催奇形性は認められなかった。（参照2、3）  

・体重低下  
・肝臓の髄外造血巣   

2，500ppm以上  ・肝絶対及び比重量増加   ・肝絶対及び比重畳増加  
・肝臓の髄外造血巣、単細胞壊死  
・肝細胞腺腫増加   

150ppm以下  毒性所見なし   し   投与群  雄     l     雌  7，000ppm                 包巣  
表10 肝細胞腹膜及び癌の発生頻度（（）内は％）  

性別   雄  雌   

0  10  150  
検査動物数   81  80  80  80  80  78  81  79  83   

肝細胞腺腫  10（12）  4（5）  5（6）  13（16★）  15（19★）  0  0   0  4（5）   

肝細胞癌  3（4）  3（4）  0  0  1（1）  0   0  0  1（1）   

肝細胞腺腫十癌  12（15）  7（9）  5（6）  13（16）  16（20☆）  0   0  0  5（6☆☆）   

★：Cochran・Armltageの傾向検定 ＊＊二Fisherの検定  
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bCG投与群では、2，000mg／kg体重／日投与群でテストステロンの増加及びエス   

トラジオールの低下が認められた。（参照4、5）  

（2）血y／打♂①  

血豆加フの試験として、パーフルオロオクタン酸アンモニウムまたはPBによっ   

て誘導されたラット肝細胞に、トリフルスルフロンメチルを0．01～0．5トMの濃度   

で処理し、アロマターゼ活性の測定あるいはP450との結合領域の究明が実施され   

た。  

アロマターゼ活性は、最低濃度から用量依存性に低下した。P450はⅡ型の結合   

領域を示した。また、ラットの2年間慢性毒十封発がん性併合試験［圧（2）］から採取   

された1年分の血液サンプルを用いて、ホルモン分析を実施した結果、統計学的に   

有意な変動は認められなかった。しかし、750ppm以上投与群では、テストステロ   

ン及びFSHの増加傾向、エストラジオールの低下傾向がみられた。L打は影響を受   

けなかった。（参照4、5）  

（3）／〃y／打β②  

さらに元川東化の試験として、11週齢の雄ラットから摘出した精巣間細胞に、ト   

リフルスルフロンメチルを0、0．1、0・5、1．0、10、100及び1，000トLMの濃度で2   

時間処理し、ホルモン分析が実施された。なお、すべての処理濃度のうち、各3培   

地にはそれぞれ2IUのhCGを処理した。  

ホルモン濃度にhCG処理の影響はみられなかった。しかし、トリプルスルフロ   

ンメチルのみを処理した培地では、テストステロンが顕著に増加（対照群の198％）   

し、エストラジオールは低下した。（参照4、5）  

（4）まとめ   

トリフルスルフロンメチルは、血血では用量依存性にアロマターゼ活性を低   

下させ、その結果、アロマターゼによる、テストステロンのエストラジオールへの   

変換を阻害すると考えられたが、血Ⅵ■和では明確な結論は得られなかった。（参照   

2、4、5）  

13．遺伝毒性試験  

トリフルスルフロンメチルの細菌を用いた復帰突然変異試験、チャイニーズハム   

スター卵巣由来細胞を用いた遺伝子突然変異試験、ヒトリンパ球を用いたJlプlイ用   

染色体異常試験及びマウスを用いた小核試験が実施された。  

結果は表12に示されている。ヒトリンパ球を用いた染色体異常試験の代謝活性   

化系存在下でのみ陽性の結果が得られたが、高用量まで実施された血I加ひ小核試   

験の結果は陰性であったことから、生体において問題となる遺伝毒性はないものと   

考えられた。（参照2、3、5）  

表12 遺伝毒性試験概要  
試験  対象   処理濃度・投与量   結果   

J月Iケ加   
復帰突然   

地αロd由¢p血皿uⅢ－u皿  
（m98、mlOO、m1535、  

変異試験  盾性  
TA1537、TA1538株）   ②50～3，000膵げレート（十トS9）  

遺伝子突然   
変異試験  

卵巣由来細胞（C打0）   
100～2，000pg／mL（＋トS9）   陰性  

（HGPRT座位）   

染色体   ヒトリンパ球   ①0．5～2．Omg／mL（“s9）   
異常試験  ②0．1～2．Omg／mL（＋トS9）   陽性1）  

元＝ホⅧ  
小核試験  

ICRマウス   1，250、2，500、5，000mg此g体重   
（一群雌雄各5～6匹）   （単回経口投与）   

注）十／－S9：代謝活性化系存在下及び非存在下  

1）代謝活性化系存在下で陽性  

また、代謝物C、E及びFについて、細菌を用いた復帰突然変異試験が実施され  

た結果、いずれも陰性であった。（参照2）  

14．その他の試験一精巣聞細胞への影響  

雄ラットにおける精巣の間細胞腫瘍誘発の機序について調査する目的で、トリフ  

ルスルフロンメチルが間細胞に及ぼす影響について検討された。  

（1）／〝r／〝  

SDラット（一群雄10匹）に、トリプルスルフロンメチルを0、1，000、1ノ500及   

び2，000mg／kg体重／日（溶媒：コーン油）で15日間強制経口投与する試験が実施   

された。また、と殺1時間前にhCGを投与する試験群（0及び2，000mg此g体重／  

日）も設定された。  

すべての検体投与群において、体重及び摂餌量低下、前立腺、精嚢腺及び凝固腺  

の絶対及び比重量低下、血清中のエストラジオール低下が認められた。また、統計  

学的有意差はなかったものの、LH、FSH及びプロラクチンのわずかな増加も認め  

られた。肝臓のβ一酸化能、P450含有量及びアロマターゼ活性に検体投与の影響はみ  

られなかった。  
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Ⅱ．食品健康影響評価   

参照に挙げた資料を用いて、農薬「トリプルスルフロンメチル」の食品健康影響評   

価を実施した。  

ラットを用いた動物体内運命試験の結果、経口投与されたトリフルスルフロンメチ   

ルは速やかに吸収、排泄され、投与後48時間の尿及び糞中に78～96％mRが排他さ   

れた。主要排泄経路は、低用量（25mg／kg体重）群では尿中、高用量（250mg／kg   

体重）群では糞中であった。尿及び糞中からは同様の代謝物（C、D、E、F及びG）   

が異なる比率で認められた。   

てんさいを用いた植物体内運命試験の結果、てんさい体内の放射能は急速に減少し、   

成熟期の根部及び菓部における親化合物及び代謝物は、いずれも0．01mg／kg未満で   

あった。  

各種毒性試験結果から、トリプルスルフロンメチル投与による影響は主に体重、肝   

臓、血液系及び精巣に対して認められた。ラットの坐骨神経に変性がみられたが、商   

用量長期間投与でのみ認められ、かつ、神経毒性を示唆する症状は観察されなかっノこ。   

繁殖能に対する影響、催奇形性及び生体において問題となる遺伝毒性は認められ7っ：か   

った。  

ラットの2年間慢性毒性／発がん性併合試験において、雄で精巣間細胞過形成及び腺   
腫が増加したが、本剤に遺伝毒性は認められないことから、発生機序は遺伝毒性メカ   

ニズムとは考え難く、評価にあたり闇値を設定することは可能であると考えられた．   

マウスの発がん性試験において、2，500ppm以上投与群の雄における肝細胞腺舶に   

傾向検定で有意差が認められたが、FIsherの直接確率法においては有意ではなく、発   

生頻度は背景データの範囲内であったこと、また、2，500ppm投与群の雌におけそノ肝   

細胞腺腫及び癌の合計に有意差が認められたが、用量相関性がなかったことから、本   

剤はマウスに対して発がん性を示さないと考えられた。  

各種試験結果から、農産物中の暴露評価対象物質をトリフルスルフロンメチル親   

化合物のみ）と設定した。  

各試験における無毒性量等は表13に示されている。   

食品安全委員会は、各試験の無毒性量の最小値がラットを用いた2年間慢性計血   

発がん性併合試験の2．44mg茂g体重／日であったことから、これを根拠として、′友＝全   

係数100で除した0．024mg／kg体重／日を一日摂取許容量（ADI）と設定した。  

0．024mg肱g体重ノ日  

慢性毒性／発がん性併合試験  

ラット  

2年間  

混餌  

2．44mg／kg体重ノ日  

100   

ADI  

（ADI設定根拠資料）  

（動物種）  

（期間）  

（投与方法）  

（無毒性量）  

（安全係数）  

暴露量については、当評価結果を踏まえて暫定基準値の見直しを行う際に確認する  

こととする。  
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マウス  0、10、150、2，500、7，000ppm    雄：14．6   雄こ20．9   雄：14．6  
雌二19．4  嘩∴27．7   

雄：0、1．37、20．9、349、1，020  
雌：19．4  

雌：0、1．86、27．7、488、1，360  
（ともに60％補正  （ともに70％補正  

18カ月間  
値）   値）  

発がん性  
雌雄：肝絶対及び比  

試験  
雌雄：肝絶対及び比  重量増加等   雌雄：肝絶対及び比  

重量増加等   （発がん性は認めら  重量増加等  

（2，500ppm以上投  （発がん性は認めら  

与群の雄で肝細胞腺  れない）  

腫の発現頻度増加）   

0、15、90、270、800  母動物及び胎児    母動物：15  母動物及び胎児  
90  胎 児：90  90  

発生毒性  母動物：死亡等  母動物：体重増加抑母動物：死亡等   

試験  胎 児：体重低下  制   胎 児：体重低下  

（催奇形性は認めら  胎児：流産   （催奇形性は認めら  

れない）   （催奇形性は認めら  

れない）   

L ィヌ   
0、100、4，000、8，000ppm  雄：3．9  雄：3．9  

90日間             雄：0、3．9、1．47、268   雌：3．7  雌：3，7  

亜急性  
毒性試験   雌雄：肝絶対及び比  雌雄：肝絶対及び比  

重量増加等  重量増加等  

0、35、875、3，500ppm  雄：26，9   雄：26．9   雄：26．9  

雌：27．7   
雌：27．7  

雌：27．7  

こ二二二こ  雌雄：小葉中心性肝  体重低下等  雌雄：小乗中心性肝  

細胞肥大等  細胞肥大等  

NOAEl：2．44  NOAEL：4．06  NOAEL：2．44  

ADI（cR江））  W：100   SF：100   SF：100  
cR8二）：0．024   ADI：0．04   ADI：0．024   

AD佃翫根拠資料   性毒     ラット2年間慢性毒  
ミ      性／発がん性試験   

NOAEL：無毒性量 SF：安全係数 UF：不確実係数 A刀Ⅰ：一日摂取許容量 cR江）ニ慢性参照用量   

表13 各試験における無毒性量等  

無毒性量（mg／kg体重／日）1）  

動物種  投与量  
（I11g／kg体重／日）  

米国   カナダ   食品安全委員会   

ラット   0、100、2，000、10，000、   雄：6．56   雄：6．56   雄ニ6元   

90日間  15，000ppm   雌：7．71   堆：7．71   雌二7．71   

亜急性  

毒性試験①  雄二0、6．56、133、658、1，040 J峰：0、7．71、153、783、1，120  雄：体重増加抑制等 雌、：牌髄外造血克進  雄：体重増加抑制等 雌：脾髄外造血克進  雄二体長増加抑制等 雌：神髄外造血冗進  

0、100、2，000、10，000、   雄二6．20   雄：6．20  雄：（；．こ0   

90日間  雌：7．54  雌：7．5．1   

′色  
毒性試験②  雌ニD、7．54、150、774、1，070  雌雄：体重低下等  雌雄：腎へモジデリ雌雄＝ト重低下等  

ン沈着等   

0、100、750、1，500、3，000  雄：92．7   6．1  雄：i〕27  

ppm   
90日間  

隠：7．1  峰：′7．Ⅰ  
体重低下等   

垂二急性神経  雄：0、6．1、46．1、92，7、186 雌：0、7．1、51．6、104、205  雌雄：体重低下等  （神経毒性は認めら雌雄＝鉢壷低下等  毒性試験   （神経毒性は認めら  れない）     （神鉱毒性は認め ら  
れない）   れないニノ  

0、10、100、750、1，500ppm  雄：2．44   雄：4．06  雄：2、▼ト1   
雌ニ3．28   雌∴5．47  雌：3．28  

雄：0、0．406、4．06、30．6、64，5              （ともに 60％補正   
（ともに 60％補正   

2年間                      F 慢性毒性／  雌雄：体重低下等値）  

発がん性  
（750ppm以上の雄  

併合試験   
雌雄：体重低f等    で精巣間細胞腺腫増雌雄：体重低下等  
（750ppln以上の雄  加）  （750ppm以上の雄  

で精巣間細胞過形成   で精巣間細胞過形成  
及び腺腫増加）   及び隠腫増加）  

D、10、100、750、1，500ppm  親動物及び児動物  親動物  親動物及び児動物  
雄：5，81   雄：5．81  雄：5．81  

雄：0、0．588、5，81、44．0、89．5             雌：7．75   雌：7．75  雌：7．75  
雌：0、0．764、7．75、58．0、115  児動物   

親動物＝体重低下等 雄：44．0  
2世代  

親動物＝体重低下等  
児動物：低体重  雌：58．0  

繁殖試験  
児動物：低体重  

（繁殖能に対する影  （繁殖能に対する影  
響は認められない） 親動物：体重低下等 響は認カられない）  

児動物：低体重  

（繁殖能に対する影  

響は認められない）   

0、30、120、350、1，000   母動物：120   母動物及び胎児  母動物：120  
胎 児：1，000   120   胎 児こ1，000  

発生毒性  母動物：体重増加抑  母動物二体重低下等  母動物二体重増加抑   

試験  制等   胎児て骨化遅延  制等  
胎児：毒性所見なし  （催奇形性は認めら  胎児二諒性所見なし  

（催奇形性は認めら  （催奇形性は認めら  
れない）   れない）   

1）無毒性量欄には、最小毒性量で認められた主な毒性所見等を記した。  
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＜別紙2：検査値等略称＞  ＜別紙1：代謝物／分解物略称＞  

略称   名称   

ai   有効成分量   

ALP   ア／レカリホスファターゼ   

Al汀   アラニンアミノトランスフエラーゼ  

（＝グルタミン酸ピルビン酸トランスアミナーゼ（G‡）T））   

AST   アスパラギン酸アミノトランスフエラーゼ  

（＝グルタミン酸オキサロ酢酸トランスアミナーゼ（GOT））   

FSI-I 卵胞刺激ホルモン   

Glob   グロブリン   

Glu   グルコース（血糖）  

ヘモグロビン（血色素量）  

ヒト絨毛性ゴナドトロピン   

Ht   ヘマトクリット値   

LC50   半数致死濃度   

LD50   半数致死量   

Lll   黄体形成ホルモン   

加IC   メチルセルロース   

MCIiC  平均赤血球血色素濃度   

hICV  平均赤血球容積   

P450   チトクロームP450   

PB   フェノバルビタール   

RBC   赤血球数   

rIIAR   総投与（処理）放射能   

Tf〉   総蛋白質   

記号   略称   化学名   

7－methyl－1，2－benzisothiazole・3（2H）－One  
B  メチルサッカリン  

1，1・dioxide   

〃〃－dimetllyl甘（2，2，2－tr追uoroethoxy）一1，3，5  
C  トリアジンアミン  

－tria2．ine・2，4－diamine   

入「一脱メチル   methy12［［［［k－（methylamino）・6セ，2，2  

D       トリフルスルフロンメチル   ーtrifluoroethoxy）－1，3，5－triazine・2－yl】amino】  

（NDM－トリプルスルフロンメチル）  carbonyl］amino］sulphonyl］－3－methylbenzoat一三  

N・methyl－6－（2，2，2・trifluoroethoxy）一1，3，5  
ノV一脱メチルトリアジンアミン  

‾triazine－2，4‾diamine   

〃ルゼスー脱メチル   6・（2，2，2・trinuoroethoxy）－1，3，5－triazine－2，4－  
F  

トリアジンアミン   diamine  

methy12－〔［［〔［4・［〃（hydroxymetllyD－  

」V－ヒドロキシメチル   〃methylamino】甘（2，2，2－trinuoroethoxy）・1，35  

トリフルスルフロンメチル   ーtriazin・2－yl］amino］carbonyl］amino〕sulfbnyl】  

‾＝3‾1nethylbenzoate  

N［4－（methylamino）－6L（2，2，2－trifluoroethoxy）  
Ar・脱メチルトリアジンウレア  

－1，3舟triazin－2・yl】urea   

I T9 2成分からなる未同定画分   

JV－ホルミルメチルトリアジンアミン  〃〔4－amino甘（2，2，2－trinuoroethoxy）・1，3，5  
J  

（NFM－トリアジンアミン）   ーtriazine－2・yll－〃methylfbrmamide   
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資料8－1  2．適用病害虫の範囲及び使用方法  
本剤の適用の範囲及び痩用方法は以下のとおり0  

【国内での使用方法】  
フェンチオン（案）   （1）5q．0  フェンチオンを  

作物名適  ％フェンチ 用場所  オ 

回数  

メイチュウ第1世代・  1500倍   

かメイチュウ第2世代  1000倍  

げロ】コハ～ィ  1  

ンカ類   1500倍  
収穫30日  散布   2回以内  

ネハモク÷りハエ  前まで  （種もみへ  

ネヒメハモクチリハ～ェ  処理は1匡け  

ネカラハ■ェ  内、乳剤の  
メワカサナウがニ  1回  

碍  
床散布は1  

メムシ額  以内、乳剤  
イネシげレセンチュウ   本田での散  

は1回以内）  

イネシげレセンチュウ  種籾浸漬  
1000倍  整地された  

は種前  苗床の土壌  

キ軌～ががンホヾ幼虫  
面に1m2  
当り300～  

500mL散布  

テントウムシタ～マシ  

ナスバハムシ  

2回以内  

ばれいしよ  収穫7日 前まで  2回 以内  

アデラムシ類  

タ■ィがサヤタマハ手工  1000～  

タヾげクキタマハ■ェ  150P倍   収穫45日  3回以内  

だいず  7メシンクイが  前まで   

カメムシ頼   1000倍  

マ挿ソクチデウ坤  

マメア7†ラムシ   収穫2  4回以内  

あずき  前ま   

2L（希釈  

アか～りがネ幼虫  500・・－〉  

さとうき  ぴ  ハ洞→ネムシ   2、約  

今般の残留基準の検討については、魚介類への基準値設定依頼が農林水産省からなされ  

たことに伴い、食品中のポジティプリスト制度導入時に新たに設定された基準値（いわゆ  

る暫定基準）の見直しを含軋食品安全委員会において食品健康影響評価がなされたこと  

を踏まえ、農薬・動物用医薬品部会において審議を行い、以下の報告を取りまとめるもの  

である。  

1＿ 概要  

（1）品目名：フェンチオン［Fenthion（ISO）］  

（2）用途：殺虫剤   

有機リン系殺虫剤である。アセチルコリンエステラ｝ゼを失宿させることでシナプス   

のアセチルコリン濃度を上昇させ、僻経の異常興奮を起こさせて殺虫作用を示すと考え   

られる。  

（3）化学名：   

qo－dilmethylO－4－methylthio－mLtOlylphosphorothioate（IUPAC）   

qovdimethylOY［3－methy卜4～（methylthio）phenYl］phosphorothioate（C皐S）   

（4）構造式及び物性  

S  

＝ 
・＝  S－CH3  

CH3  

分子式  Cl。H150。PS2  

分子量  278．3  

水溶解度   4．21ng／L（20℃）  

分配係数   logl。Pow＝4▲84（20℃）  

（メーカ」提出資料より）  
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フ ンチオン粒剤   
本剤の  フェンチオンを  

作物名  適用病害虫名  使用量  使用時期   使用回  
数   用由数   

定植時又は  

ド舛：ネデげイ  収穫30日   生育時   
かんしよ  前まで  作粂施用  

2回  
覆土   

以内  2回以内  

9kg／10a   び  
アオドゥがネ幼虫  

さとうきび  収穫200日  作条土壌混和  
前まで  

ハ柏ヾネムシ   植付時  

やまわいも  げネムシ類幼虫  3回以内  
前まで 

株元土壌  
3回以内   

表面散布  

3．作物残留試験 

（1）分析の概要   

①分析対象の化合物  

・フェンチオン  

・全P＝S体‥フェンチオン、フェンチオンスルホキシド（以下、代謝物Bとい  

う。）、フェンチオンスルホン（以下、代謝物Cという。）の合計値  

・全P＝0体：フェンチオンオキソン（以下、代謝物Dという。）、フェンチオン  

オキソンスルホキシド（以下、代謝物Eという。）、フェンチオン  

オキソンスルホン（以下、代謝物Fという。）の合計値  

悪－0童⊥冨一CH3  
CH3  

代謝物B  

埠
 
 

O 
HユCO＼ 

－。  

H3CO  
H
 
 

C
 
 
 

O
‖
S
＝
0
鴫
 
 

＋
 
 （3）2．0％フェンチオン粉剤   

本剤の  フェンチオンを  

作物名  適用場所  適用病害虫名  使用量  使用時期   使用回   使用方法   含む農薬の  
数  総使用回数   

ウンカ顛  

ツマク○ロヨコハ～ィ   

は1画以内）   

CH3  

代謝物C  代謝物D   

整0や冨刊 
等冒－0勺「冨－CH3  

CH3  CH3  

代謝物E  代謝物F  

② 分析法の概要   

試料からアセトンまたはアセトニトリルで振とう抽出する。ジクロロメタンに転溶  

し、シリカゲルカラムによりフェンチオンおよび酸化代謝物を精製分離して、ガスク  

ロマトグラフ（FPD－P）で定量する。酸化代謝物は、硫酸マグネシウム存在下、過マ  

ンガン酸カリウムでフェンチオンを含むP＝S体をフェンチオンスルホンに、P．＝0  

体をフェンチオンオキソンスルホンに酸化して、これら2成分を定量する。全P＝S  

体については換算係数0・90を用いて、全P＝0体については換算係数0．95を剛、てニ   

フェンチオンに換算した値で示す。  

定量限界 フェンチオン：0．0008～0．005ppm  

全P＝S体‥0・002 ～P・008ppm  

全P＝0体：0．004 ～0．02 ppm  

【海外での使用方法（オーストラリア）】  

550g／Lフェンチオン乳剤   

作物名   希釈倍数  使用時期  使用方法   

ネクタリlン  1053～1333‘倍   収穫3日前章で   散布   

すもも 1053～1333倍  収穫3日前亭で  ．散布   

かき   1111～i333倍  収穫7日前まで  散布   

キウイフルーツ   1333倍   収穫7日前まで  散布   

アボカド   1333倍   5   収穫7日前まで  散布   

マンコー   1333倍   5   収穫7日前まで  散布   

カスタイアップ㍉レ   1333倍   5   収穫7日前ま 

ー4－   
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（2）作物残留試験結果   

国内で実施された作物残留試験の結果の概要については別紙1－1 

た作物残留試験の結果の概要については別紙1－2を参照。  

5．ADIの評価   

食品安全基本法（平成15年法律第48号）第24条第1項第1号及び第2項の規定に  

基づき、食品安全委員会あて意見、を求めたフェンチオンに係る食品健康影響評価について、  

以下のとおり評価されている。  

4．魚介類への推定残留量   

本農薬については水系を通じた魚介麺への残留が想定されることから、農林水産省から  

魚介類に関する個別の残留基準の設定について要請されている。このため、本農薬の水産  

動植物被害予測濃度al）及び生物濃縮係数（BCF：BioconcentrationFactor）から、以下   

のとおり魚介類中の推定残留量を算出した。  

（1）水産動植物被害予測濃度  

本農薬が永田及び水田以外のいずれの場面においても使用されることから、水田   

PECt 

謝物B、C、D、E及びFの水田PECtier2は0．086ppb、非水田PECtierlはP．059ppb  

となったことから、水田PECtier2の0．086ppb を採用した。  

（2）生物濃縮係数 

14c標識フェンチオン原体（低濃度区：0．01mg／L、高濃度区：0．1mg／L）を用いた、   

14日間の取込期間及び11日間の排泄期間を設定したブルーギルの濃縮性試験が実施さ   

れた。14c放射能濃度分析の結果から、総残留放射能としてのフェンチオン並びに代   

謝物B、C、D、E及びFを含めたBCFは、低濃度区においてBCFss削＝165、高濃度区  

においてBCFss＝140 と算出された。  

（3）推定残留量  

（1）及び（2）の結果より、フェンチオン並びに代謝物B、C、D、E及びFの水   

産動植物被害予測濃度：0．086ppb、BCF：165とし、下記のとおり推定残留量が算出さ  

れた。  

推定残留量＝0．086ppbX（165×5）＝70．95ppb≒0．071ppm  

注1）農薬取締法第3条第1項第6号に基づく水産動植物の被害防止に係る農薬の登録保留基準設定  

における規定に準拠。  

注2）水田中や河川中での農薬の分解や土壌・底質への吸着、止水期間等を考慮して算出したもの。  

注3）既定の地表流出率、ドリフト率で河川中に流入するものとして算出したもの。  

注4）BCFss：定常状態における被験物質の魚体中濃度と水中濃度の比で求められたBCF  

（参考：平成19年度厚生労働科学研究費補助金食品安心・安全確保推進研究事業「食品中に残留する  

農薬等におけるリスク管理手法の精密化に関する研究」分担研究「魚介類への残留基準設定法」報  

告書）  

（ADI設定根拠資料①）   

無毒性量：0．07mg／kg体重／day   

（動物種）  ヒト   

（投与方法）   経口   

（試験の種類） 反復投与試験   

（期間）  4週間  

安全係数：30  

（ADI設定根拠資料②）   

無毒性量：0．07mg／kg体重／day   

（動物種）  サル   

（投与方法）   経口   

（試験の種輝） 慢性毒性試験   

（期間）  2年間  

安全係数：30  

旦旦⊥⊥醐   

6．諸外国における状況  

1995年にJMPRにおける毒性評価が行われ、ADIが設定されている。国際基準はか  

んきつ類果実、オリーブ等に設定されている。   

米国、カナダ、欧州連合（EU）、オーストラリア及びニュージーランドについて調査  

した結果、EUにおいてかんきつ類果実、オリーブ等、オーストラリアにおいてうり科野  

菜、かんきつ類果実等について基準が設定されている。   

7．基準値案  

（1）残留の規制対象  

フェンチオン並びに代謝物B、C、D、E及びFとする。  

なお、食品安全委員会によって作成された食品健康影響評価においては、食品中の暴   

露評価対象物質としてフェンチオン並びに代謝物臥C、D、E及びFを設定している。   

（2）基準値案  

別紙2のとおりである。  

（3）暴露評価  

各食品について基準値秦の上限まで又は作物残留試験成績等のデータから推定され   

る量フェンチオンが残留していると仮定した場合に、国民栄養調査結果に基づき試算   

される、1日当たり摂取する農薬の量（推定1日摂取量（EDI））のADIに対する   

比は、以下のとおりである。詳細な暴露評価は別紙3参照。  

なお、本暴露評価は、各食品分類において、加工・調理による残留農薬の増減が全   

くないとの仮定の下に行った。  
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（別紙1－1）  

フェンチオン作物残留試験一覧表  
EDI／ADI（％）注）   

国民平均   2 

幼小児（1～6歳）   58．1   

妊婦   23、7   

高齢者（65歳以上）   32．4 

試験条件  
農作物  試験 画境致  

最大残留量（pp爪）  

けェンチオン（全酸化代謝物を含む）】  

稲  班紡軌   4kg八Oa 60日  圃場Å：（0・01（＃）  
（玄米）  2  82日  鹿場B：（0．01用）   

稲  圃場A：0．02畠  
（玄米）   2％粉剤   2  50％乳剤   1000倍散布150L／10a 4kg／10a散布  呈包  追白          圃場B：0．017   
稿  

（玄米）  Z   2％粉剤   4kg／10す 散布  呈担  之と．30日  圃場A：b－010  
圃場B：0．088   

稲  100倍種板浸沫  30．4‘璽日  圃場Aご0．071（7回．30日）（＃）  
（玄米）  2  50％乳剤   1DOO惜150L／10a  47回  30．45日  圃場Bニ0．026（4回．30日）（＃）  

2  地材  4kg／ユOa散布  J20日  圃場A：く0．01（射  
為粉剤  4kg／10a散布  2回           21日  圃場B：く0．0100   

聯  4kg／10a散布  29日  圃場A：く0．01（＃）  

稲  2   50％乳剤   1000倍散布150L／10ろ  
（玄米）  1000倍散布150L／10a 4kg／10a散布   20El   

2％粉剤  呈上日  画場B：く0．01  

2 錆粉剤   3kg／10ム 散布  呈国  20日  圃場A：く0．01  
⊇ユ日  圃場B：く0．81   

圃場A：0．013（＃）  

4  4樹   4kg／′10a 散布   圃場B：く0．01（＃）  

2準剤   2回  21日                4k色／10a 散布    画境C：く0．01（＃）  
圃場D：く0．01（＃）  

稲  
（宰米）  

圃場D：0．018（＃）  

凰場A：0．022  

端野剤   4kgノ10a散布   4   

圃場C：0．OZO  

一画場D：0．01g  

圃場A二0、Dll  

3   2％粉剤   3＋4kg／10a 散布  呈回  呈主日          圃場B：く0，01  

圃場C二0．012   

2  魂乾卿  4kg／10a散布  Zl日  

2％粉乳  4kg／10a散布  2回  圃場8：〈0．01（＃）  

4舷財   4kg／10a 散布   圃場A：〈0．01（＃）  

稲  30日   

（玄米）  圃場A：く0．01  

2％粉剤   2  50％乳剤   1000倍数布、150L／10a 4lくg／108散布  呈固  

2   2％粉剤   Z回  
圃場A：く8．01  

圃場B二0．01ユ   

だいず  （乾燥子美）．  2  50％乳剤  1000庖散布150L／10a  旦回  21，Jβ日   圃場A：く0．01（3回、30日）（＃）  
圃場8こく0．01（3臥30日）抽）   

1000倍散布柑OL／10a  旦回  旦亘臼  圃場Å：く0．012  
圃場B：く0．012  

だいず （乾燥子実）  2  5略号し剤  
g♂膚空中併有Jα／づ（払  3回   45日  画場Aニく0，012は）  

圃場B二く0．012（＃）   

63日  凰場A：く0，025   
あずき  ロ  50％乳剤   1000侍散布100L／10a  皇回  ・    （乾燥子実）     β回  21日  圃場A：く0．025（♯）   

あずき （乾燥子実）  ロ   50％乳剤  1000倍殿布100L／10a  生国  30日  魔境A：く0．00Z      ♂回  30日  圃場A二く0．002（＃）   

あずき  （乾燥子実）  2  5D％乳剤  1000倍散布150L／10a  皇回  14，弘日   泡簸A：0二013  

圃場B：0、021   

ばれいしょ （塊茎）  2  5餓乳剤  1000倖散布150L／10a  呈回  ヱ，14日   画場Å：く0．01  

魔境B：く0．01   

注）個別の作物残留試験成績等がある食品に？いてはEDI試算、それ以外の食品  
についてはTMDI就算を行った。  

TMDI試算法：基準値案×各食品の平均摂取量  
EDI試算法：作物残留試験成績の平均値×各食品の平均摂取量   

（4）本剤については、平成17年11月29日付け厚生労働省告示第499号により、   

食品一般の成分規格7に食品に残留する畳の限度（暫定基準）が定められているが、  

今般、残留基準の見直しを行うことに伴い、暫定基準は削除される。  
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（別紙1血2）  

農作物  
最大残留量（ppm）  

lフ土ンチオン（全酸化代謝物を含む）】  

1回  

やまのいも －  ロ   劇場Aニく0．028（1回、36日）（＃）  
（塊茎）  5％粒剤   9kg／10a散布   1回 2回  

立回   圃場A：く0．028（3回、36日）（＃）   

やまのいも   2   5％粒剤   
29，堕日  囲場Åこく0．01  

（塊茎）  9kg／10a 散布  呈回            30，坐日  画境B：く0．01   
28，84日  風場九二く0－015（1回、28日）（♯）  

かんしよ   2   5乳拉剤   
鴎沼側㍉紡好  1回           44，92日  圃場B：く0．015（1回、44日）（＃）  

（塊根）  9kg／10a 散布又は土壌  1回 28．84，97日  風韻A：0．016（1回、28日）  

混和  44．92日  圃場B：く0．015（1回、44日）   

かんしょ   2  ∵叫   
圃場A：くQ．01（削  

（塊根）  
4kgノ10a 散布  2回  30日          圃場B二く0．01（＃）   

かんしよ   2   5％拉剤  9kg／10a生育期作条施  用覆土  呈回 圃場ヰニく0＿01  

（塊根）  旦9日          蘭揚B：（0．01   
鋤  116，213日  圃場A二く0．002（MPPのみ）くZ匝l、213日）（射  

50％乳剤  9kg／10a土混和 500借ノ許有ノ♂♂耽／りぬ  2回           231，421日  

さとうきび   2  2（札297日   

（茎）  

坤折傲 土壌混和   
5％拉剤  

329，519日  

1回  

9kg／10a 土壌混和  329．519日  風格B二く0．022（1回、329日）   

500借厨番■ZOOL／10a  2回  9D，lDO日  圃場A＝く0．014（2匝Ⅰ、100日）（出  
50％乳剤  

圃場B二0．819（2回、100日）（削  

さとうきび   2  圃場A：く0．014（2回、100日）（＃）  

（茎）  
500信士壌確注2L／mZ  2回   9¢Jク♂β  圃場B：0．052（2回、100日）（縛）  

5諷拉剤  9kg／10a 土壌混和  2回  9玖ノ0♂β   
圃場A：く0．D14（2匡】、100日）（＃）  

圃場B：く0．014（2回、100日）（蝉）   

フェンチオン作物残留試験～覧表   

農作物  
長大ノ伐留t（p抑）  

使用量・使用方法  lフスンチオン（全酸化代削物を含む）1  

ネクタリン  
（果実）  ロ   l1333倍希釈（75恥1／100L）・75ml／ha   亘回   0、1．呈，4，7  圃揚A：0．6  

，8（＃）   

55〈）g／L乳剤  1333倍希釈（751刀1／100L）・75机1／ha   ．33  

β甜隠者厨〟∫伽Iノ／1㈲エノ・150ml／h8  0．呈．7．14               ．5g（＃）  
旦回                     100g几乳剤  2占クぼ肴牙 存〃伽んウβ此ノ ・4001れ1／ha  ．50（＃）  

ノg尻餅者野付♂（ねノ／ウ♂（鑑ノ・80（）ふ1／ha  郵鋸  ．ろl（片）   

圃場A  ．3（5回．4日）  

550g／L乳剤  1333借希釈（751■1／10DL）・75ml／ha  皇回  0．1，3，4．7         醐宥1紆〟助ノ／ンα払ノ・150ml／ha  圃場▲  ．8（＃）   

かき （果実）  ロ  550gノL乳剤   1333倍希釈（75ml／100L）  圃場A  ．36  

∂β∂膠着訝〃∫ぬノ／〃仇光ノ  ま回  0、1、3，5．ヱ．14  劇場〈  ．13（＃）   

キウイフルーツ （果実）  ■  550月／L乳剤  1333借希釈（75ml／100L）   
∂6古7宮磨厭〃5伽J〃0乱ノ  4回  0．1．3．5．ヱ．14  圃場A  ．5l  圃場A  ．Z9（灯）   

凰横A  01  

アボカド （果実）  ロ  550g／L乳剤  1333倍希釈（75t乃1／100L）  4回  0，1．3，5，乙14         俄脂郵貯出払∽血ノ  圃場A  ．01ほ）   

マ′／ゴー （果実）  ■  550g／L乳剤  1333暗希釈（751山／100L）   
露∂脚〃5伽ノ／相αノ  皇国  0．l．3．5▲三  圃場A  ．30  

′53 拍）   

カス≠トトてッ7■ル （果実）  ロ  550g／L乳剤   1333偉希釈（75tnl／100L）   ．ユ5  

星回  0．l．3，5．ヱ．14         β甜ノ傍粛界〟肋ノ／ウ仇社ノ  圃場A：0＿23（削   

（住l）最大班留皿∵当報朋屈の申珊の陥園内で最も多療に刑、、かつ最終使用から収和までの期間を撤短とした場合の作物性能試牧 h、わゆる最大駐用条件‾Fの作物伐留   
飢敦〉 を複数の抑揚で実猫し、そ九ぞ九の試験から得ちれた燻伊／点… r蓼考：平成10年8月7帥r r残留農薬港準没動こおける熱帯諦僻の個儒化に係る意見鋸Iり）  

ー 
．∴ミーニ 
博一2）用）印で示した作物残姐試験成榔ま、耶鎖の範臨内で紙製が閂わ心ていない卜なお、適期範肪内でI土ない試験条件を斜体で示した。  

（注1）最大残留丑・当接農薬の申請の範囲内で最も多量に用い、かつ最終使用から収穫までの期間を最萄とした場合の作物残留試倭（いわゆる  
長大使用条件下の作物残留試験）を複数の圃場で芙施し、それぞれの試験から得られた残留暮。（参考：平成10年8月7日付「残留農薬基準設  
定における暴露評価の精密化に係る意見具申j）   
表中、最大使用粂件下の作物枚留試験条件に、アンダーラインを付しているが、経時的に測定されたデータがある場合において、収穫までの期  

間が最短の場合にのみ最大残留量が得られるとは限らないため、最大使用条件以外で最大残留tが得られた場合は、その使用回数及び経過日数に  
ついて（）内に記載した 
， （注2）（＃）印で示した作物規留試験成練は、申請の範蘭内で試験が行われていない。なお、適用範囲内ではない試験粂件を斜体で示した．  

－9－  ー10－   



フェンチオン  農薬名   農薬名  フェンチオン  （別紙2）  

そわ他のなす科野菜  

参考基準値   
基準値  外国   

農産物名  案   
PPm  PPm  pPm   ppm  Ppm   

牛の筋肉  
豚の筋肉  
その他の陸棲哺乳類に属する動物の筋肉  
牛の脂肪  
豚の脂肪  
その他の陸棲哺乳類に属する動物の脂肪 
牛の肝臓  
豚の肝臓  
その他甲陸棲哺乳類に属する動物？）肝臓  
牛の腎臓  
豚の腎臓  
その他の陸棲哺乳粗に属する動物の腎臓 
牛の食用部分  
豚の食用部分  
その他の陸棲哺乳矧こ属する動物の食用部分  
乳  
鶏の筋肉 
その他の家きんの筋肉  
鶏の脂肪  
その他の家きんの脂肪  
鶏の肝臓 
その他の家きんの肝臓  
鶏の腎臓  
その他の家きんの．腎臓  
鶏の食用部分  
その他の家きんの食用部分  
鶏の卵  
その他の家きんの卵  

魚介類   0，08   推こ0．071   

食用オリーブ油（バージンオイルに限る。）   P      口  
平成17年11月29日厚生労働省告示第499号において新しく設定した基準値については、網をつけて示した。  
（＄）これらの作物残留試験は、試験成績のばらつきを考慮し、この印をつけた残留値を基準値策定の根拠とした。  
（＃）これらの作物裸留試験は、申請の範囲内で試験が行われていない。  
本基準（暫定基準以外の基準）を見直す基準値案については、太枠線で囲んで示した。  
「作物残留試願」欄に「推」の記載のあるものは、推定残留量であることを示している。  

－11－  
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(男1紙 3) (参考 )

平成 17年 11月 29日

平成 20年 12月  5日
平成 21年  1月 20日

平成 22年  4月  8日

平成 22年 12月 17日

平成 22年 12月 24日

これまでの経緯

残留農薬基準告示

農林水産省より厚生労働省へ基準設定依頼 (魚介類)

厚生労働大臣から食昴安全委員会委員長あてに残留基準設定ヤ|
係る食品健康影響評価にういて要請

食品安全委員会委員長か ら厚生労働大臣あてに食品健康影響評

価について通知              .
薬事 。食品衛生審議会へ諮問

薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品音

`会

TMOI:理論最大 1日 摂取量 (TheOretical Maximum Oaily lntake〉

EDI:推 定 1日 摂取量 (Cstimated Daily lntake)

● ;個 別1の 作物残留試験がないことから、晏露評価を行 うにあたり基準値 (案 )の 数値を用いた。

高齢者及び妊婦 については水産物の摂取量データがないため、国民平均の掻取量を参考とした。

魚介類については、EDI試 算では、水中の農薬流度は内水面とそれ以外で約 5倍もしくはそれ以上の差がある状況を考慮した値を暴露評価に用いた。

● 薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会

[委員]  ‐

青木 宙    東京海洋大学大学院海洋科学技術研究科教授

生方 公子   北里大学北里生命科学研究所病原微生物分子疫学研究室教授

○大野 泰雄   国立医薬品食品衛生研究所副所長

尾崎 博    東京大学大学院農学生命科学研究科教授

‐加藤 保博   財団法人残留農薬研究所理事

斉藤 貢一   星薬科大学薬品分析化学教室准教授

佐藤 清    財団法人残留農薬研究所理事・化学部長

佐々木 久美子 元国立医薬品食品衛生研究所食品部第一室長

志賀 正和   元農業技術研究機構中央農業総合研究センター虫害防除部長

豊田 正武   実践女子大学生活科学部食生活科学科教授

永山 敏廣   東京都健康安全研究センター医薬品部長

松田 りえ子  国立医薬品食品衛生研究所食品部長

山内 明子   日本生活協同組合連合会執行役員組織推進本部長

山添 康    東北大学大学院薬学研究科医療薬学講座薬物動態学分野教授

吉池 信男   青森県立保健大学健康科学部栄養学科教授

由田 克士   大阪市立大学大学院生活科学研究科教授

鰐渕 英機   大阪市立大学本学院医学研究科都市環境病理学教授

(○ :部会長)
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答申（案）   

フェンチオン  

残留基準値  
食品名  

Dロm   

米  0．3   
大豆   0．05   
／J、豆類   0；1   
汚れいしよ   0．05   
かんしよ   0．1   
やまいも  0．2   
き言うきび   0．3   
なっみかんの果実全体   2   

レモン   2   

オレンジ（ネーブルオレンジを含む） 2   

グレープフルーツ   2   

ライム   2   

その他のかんきつ類果実餌）   2   

ネクタリン   
すもも（プルーンを含む）   

おうとう（チェリーを含む）   2   

旦、き   
キウイー   5   

アボカド   0．05   
マンコー   0．7   
その他の果東庄訂u一【－〟「「‾血‾  匹   
魚介類   0．08′   
食 オリーブ油（バージンオイルに限る【 

今回基準値を設定するフェンチオンとは、全  
P＝S体【フェンチオン、代謝物B（フェンチオ  
ンスルホキシド）及び代謝物C（フェンチオン  
スルホン）の和】をフェンチオンに換算したも  
の並びに全P＝0体【代謝物D（フェンチオン  
オキノン）、代謝物E（フェンチオンオキソンス  
ルホキシド）及び代謝物F（フェンチオンオキ  
ソンスルホン）の和】をフェンチオンに換算し  
たものの和をいう。  

注1）「その他のかんきつ類果実」と  
は、かんきつ類果実のうち、みかん、な  
つみかん、なっみかんの外果皮、なつみ  
かんの果実全体、レモン、オレンジ、グ  
レープフルーツ、ライム及びスパイス以  
外のものをいう。  

注2）「その他の果実」とは、果実のう  
ち、かんきつ類果実、りんご、日本な  
し、西洋なし、マルメロ、びわ、もも、  
ネクタリン、‘ぁんず、すもも、うめ、お  
うとう、べリー類果実、ぶどう、かき、  
バナナ、キウイー、パパイヤ、アボカ  
ド、パイナップル、グアバ、マンゴー、  
パッションフルーツ、なっめやし及びス  
パイス以外のものをいう。   

－15－  
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